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中部国際空港島及び周辺地域における５Ｇ提供エリアの拡大に向けた 

愛知県と常滑市及び通信事業者との連携に関する協定（案）

愛知県、常滑市、株式会社ＪＴＯＷＥＲ、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株

式会社、ソフトバンク株式会社及び楽天モバイル株式会社（以下「７者」という。）

は、相互が連携して、中部国際空港島及びりんくう町（以下「対象地域」という。）

の第５世代移動通信システム（以下「５Ｇ」という。）の整備及び活用に寄与し

ていくため、以下のとおり連携に関する協定（以下「本協定」という。）を締結

する。 

（目的） 

第１条 本協定は、７者が緊密に連携し、対象地域の５Ｇ提供エリアを早期に 

拡大し、５Ｇを活用した先端サービスの社会実装の実現に寄与していくこと

を目的とする。 

（連携事項） 

第２条 ７者は、前条の目的を達成するため、法令に反しない範囲で、次の事項

について、連携するよう努めるものとする。 

（１）５Ｇ提供エリアの早期拡大に関すること 

（２）５Ｇを活用した先端サービスの社会実装の実現に向けた取組に関する

こと 

（確認事項） 

第３条 ７者は、本協定の締結が、第三者と連携することを妨げるものではない

ことを確認する。 

（秘密保持） 

第４条 ７者は、連携事項の実施により知り得た相手方の非公表情報を、第三者

に開示又は漏洩してはならない。ただし、事前に相手方の承諾を得た場合及び

弁護士等の外部専門家、公的機関等に対して必要な範囲で開示する場合は、こ

の限りではない。また、７者は、第１条に規定する目的以外に相手方の非公表

情報を使用してはならないものとする。ただし、次の各号の一に該当する情報

は、非公表情報に含まれないものとする。 

（１）相手方から提供を受けた時点で既に公知となっていた情報 

（２）相手方から提供を受けた時点で既に保有していた情報、又は相手方から

提供を受けた後にその情報を開示する正当な権限を有する第三者から

入手した情報 

（３）相手方から提供を受けた後、提供を受けた情報によらず独自に取得した

情報 

（４）法令により開示を求められた情報 

２ ７者は、本協定終了後も、前項による秘密保持の義務を負うものとする。 
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（期間） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定の締結日から２０２４年３月３１日まで

とする。ただし、本協定の有効期間が満了する１か月前までに、７者が書面に

より特段の申出を行わないときは、有効期間が満了する日の翌日から１年間

本協定は更新され、その後も同様とする。 

（協定の変更及び解除） 

第６条 本協定の履行に関して特別の事情が生じた場合は、７者が協議の上、本

協定を変更し、又は解除できるものとする。 

（その他） 

第７条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関して疑義等が生

じた場合は、７者が協議の上定めるものとする。 

本協定の締結を証するため、本書７通を作成し、７者それぞれ記名の上、各自

その１通を保有するものとする。 

２０２２年３月１６日 

愛知県名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

愛知県知事

大村秀章（当日自署）

愛知県常滑市飛香台３丁目３番地の５

常滑市長 

伊藤辰矢（当日自署）
東京都港区赤坂８丁目５番４１号

イースタン青山ビル 

株式会社ＪＴＯＷＥＲ

代表取締役社長 

田中敦史（当日自署）

東京都千代田区永田町２丁目１１番１号

山王パークタワー 

株式会社ＮＴＴドコモ

無線アクセスネットワーク部長 

平本義貴（事前自署）
東京都千代田区飯田橋３丁目１０番１０号 

ガーデンエアタワー

ＫＤＤＩ株式会社 

執行役員 技術統括本部 技術企画本部長 

佐藤達生（事前自署）

東京都港区海岸一丁目７番１号

ソフトバンク株式会社

常務執行役員 

藤長国浩（当日自署）
東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号

楽天クリムゾンハウス

楽天モバイル株式会社

基地局設置統括本部 統括本部長 

田邉誠二（当日自署）


